
○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援   

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年3月1日老企第36号 厚生省老人保健福祉局企画課長通   
知）  

改  正  改  正  後  

第一 届出手続の運用  

1 届出の受理  
（1）届出書類の受取り  

指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サービス種  

頸ごとの一件書額の提出を受けること（ただし、同一の敷地内において  

複数種類のサービス事業を行うときは一一括提出も可とする。）。  

（2）要件審査  

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を  
求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週間以内を標準  

とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の補正に要する時間は  

除く。）。  
（3）届出の受理  

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない  

場合は、不受理として一件書類を返戻すること。  

（4）国保連合会等への通知  

届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体連合会   

（以下「国保連合会」という。）に通知すること。  

（5）届出に係る加算等の算定の開始時期  

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）   

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業   

者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月十五目以前になさ   

れた場合には翌月から、十六日以降になされた場合には翌々月から、算  

定を開始するものとすること。  

ただし、平成土△生四月から算定を開始する加算等の届出については、   

前記にかかわらず、同年三月二十五目以前になされていれば足りるもの  

とする。  

2 届出事項の公開   

届出事項については都道府県において閲覧に供するほか、事業者におい   

ても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになること。  

3 届出事項に係る事後調査の実施  

第一 届出手続の運用  

1 届出の受理  

（1）届出書類の受取り  

指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サービス種  

類ごとの一件書類の提出を受けること（ただし、同一の敷地内において  

複数種類のサービス事業を行うときは一括提出も可とする。）。  

（2）要件審査  

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を  
求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週間以内を標準  

とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の補正に要する時間は  

除く。）。  
（3）届出の受理  

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない   

場合は、不受理として一件書類を返戻すること。  
（4）国保連合会等への通知  

届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体連合会   

（以下「国保連合会」という。）に通知すること。  

（5）届出に係る加算等の算定の開始時期  

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）   

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業   
者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月十五日以前になさ   

れた場合には翌月から、十六日以降になされた場合には翌々月から、算  

定を開始するものとすること。  

ただし、平成三土二年凶月から算定を開始する加算等の届出について   

は、前記にかかわらず、同年三月二十五日以前になされていれば足りる  
ものとする。  

2 届出事項の公開   

届出事項については都道府県において閲覧に供するほか、事業者におい   

ても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになること。  

3 届出事項に係る事後調査の実施  
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届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調   

査を行うこと。  

4 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届   

出の取扱い   

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判  

明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の  

取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届出はなかったこと  
になるため、加算については、当該加算全体が無効となるものであるこ  

と。当該届出に関してそれまで受領していた介護給付費は不当利得にな  

るので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした  

指定事業者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返  

し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。   

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは  
当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合敦していないことが  

判明した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得にな  

るので返還措置を講ずること。  

5 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い  

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は   

加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出   

させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実   
が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に   

おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求   

となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずるこ   

とになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処   

すること。  

6 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還  

4又は5により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業所にお   

いては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費に係る   

利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に返還金   

に係る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては利用者   

等から受領書を受け取り、施設において保存しておくこと。  

第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費ま   

で及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項  

1 通則  

（1）算定上における端数処理について   

届出事項につし予ては、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調   

査を行うこと。  

4 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届   

出の取扱い   

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判  

明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の  

取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届出はなかったこと  

になるため、加算については、当該加算全体が無効となるものであるこ  
と。当該届出に関してそれまで受領していた介護給付費は不当利得にな  

るので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした  

指定事業者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返  

し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。  

（∋ また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは  
当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合敦していないことが  

判明した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得にな  

るので返還措置を講ずること。  

5 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い  

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は   

加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出   

させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実   
が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に   
おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求   
となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずるこ   

とになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処   

すること。  

6 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還  

4又は5により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業所にお   

いては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費に係る   

利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に返還金   

に係る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては利用者   
等から受領書を受け取り、施設において保存しておくこと。  

第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から適所リハビリテーション費ま   

で及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項  

1 通則  
（1）算定上における端数処理について  

－2－   



① 単位数算定の際の端数処理  

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何ら  

かの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理  
（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合  

を乗じていく計算になる。   

（例） （略）  

② 金額換算の際の端数処理  

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小数点  

以下）の端数については「切り捨て」とする。   

（例） （略）  

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー   

ドとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数   

（整数値）である。  

（2）サービス種類相互の算定関係について  

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地   

域密着型特定施設入居者生活介護を受けている者については、その他の   

指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅   

療養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、特定   
施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要があ  

る場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の  

居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えな   

いものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受   

けている者については、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪   

問リハビリテ ーション費、適所介護費及び通所リイ、どリテーション費並   

びに夜間対応型訪問介護費、認知症対応型通所介護費及び小規模多機能   

型居宅介護費は算定しないものであること。  

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サ㌣ビスを利用した場合は、   

訪問サービスの所定単位数は算定できない。たとえば、利用者が適所サ   

ービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行う   

ことについては、訪問介護の生活援助として行う場合は、本人の安否確   

認・健康チェック等も合わせて行うべきものであることから、訪問介護   

① 単位数算定の際の端数処理  

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何ら  

かの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理  
（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合  

を乗じていく計算になる。   

（例） （略）  

② 金額換算の際の端数処理  

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小数点  

以下）の端数については「切り捨て」とする。   

（例） （略）  

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー   

ドとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数   

（整数値）である。  

（2）サービス種類相互の算定関係について  

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地   

域密着型特定施設入居者生活介護を受けている者については、その他の   

指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅   

療養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、特定   
施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要があ  

る場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の  
居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えな   

いものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受   

けている者については、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪   

問リハビリテ ーション費、適所介護費及び適所リハビリテーション費並   

びに夜間対応型訪問介護費、認知症対応型適所介護費及び小規模多機能   

型居宅介護費は算定しないものであること。  

また、同一時間帯に適所サービスと訪問サービスを利用した場合は、   

訪問サービスの所定単位数は算定できない。たとえば、利用者が通所サ   

ービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行う   

ことについては、訪問介護の生活援助として行う場合は、本人の安否確   

認・健康チェック等も合わせて行うべきものであることから、訪問介護  
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（生活援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない。  

なお、福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期入所療   

養介護を受けている者についても算定が可能であること。  

（3）施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について  

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又は短期   

入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問看護   

費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリ   

テーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定   

できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリ   

テーションを行えることから、退所（退院日）に適所介護サービスを機   

械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。  

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪   

問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護   

又は通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった居宅サービ   

ス計画は適正でない。  

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しく′は経過的企   

護療養型医療施設の試行的退所を行ってい冬場合には、外泊時又は試行   

的退所時に居宅サービスは算定できない。  

（4）同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いにつ   

いて  

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則   

とする。ただし、訪問介護と訪問者護、又は訪問介護と訪問リハビリテ   
ーションを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身   

の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のため   

に必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそ   

れぞれの所定単位数が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介   

助をする場合に、適切なアセスメント（利用者について、その有する能   

力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境   

等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自   

立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課   

題を把握することをいう。以下同じ。）を通じて、利用者の心身の状況   
や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要である   

と判断され、三○分以上一時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）   

と訪問看護（指定訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用し   

た場合、訪問介護については四○二単位、訪問着護については八三○単  

（生活援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない。  

なお、福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期入所療   

養介護を受けている者についても算定が可能であること。  

（3）施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について  

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又は短期   

入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問看護   

費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び適所リハビリ   

テーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定   

できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリ   

テーションを行えることから、退所（退院日）に通所介護サービスを機   

械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。  

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪   

問適所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に適所介護   

又は適所リハビリテーションを機械的に組み込むといった居宅サービ   

ス計画は適正でない。  

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設サービス費の試行   

的退所を算定した場合には、外泊時又は試行的退所皇墨壷時に居宅サー   

ビスは算定できない。  

（4）同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いにつ   

いて  

利用者は同一時間帯にひとつの訪簡サービスを利用することを原則   

とする。ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテ   
ーションを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身   

の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のため   

に必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそ   

れぞれの所定単位数が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介   

助をする場合に、適切なアセスメント（利用者について、その有する能   

力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境   

等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自   

立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課   

題を把握することをいう。以下同じ。）を通じて、利用者の心身の状況   
や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要である   

と判断され、三○分以上一時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）   

と訪問看護（指定訪問者護ステーションの場合）を同一時間帯に利用し   

た場合、訪問介護については四○二単位、訪問看護については八三○単  

ト■   
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位がそれぞれ算定されることとなる。  

（5）複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利   

用した場合の取扱いについて  

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置   

づける。例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に一00分間訪問し、夫   

に五○分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に五○分の訪問介護（身   

体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ四○二単位ずつ算   

定される。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を   

振り分けることとする。  

（6）訪問サービスの行われる利用者の居宅について  

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーションは、介   

護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条の定義上、要介護者の居   

宅において行われるものとされており、要介護者の居宅以外で行われる   

ものは算定できない。例えば、訪問介護の通院・外出介助については、   
利用者の居宅から乗降場までの移動、バス等の公共交通機関への乗降、   

移送中の気分の確認、（場合により）院内の移動等の介助などは要介護   

者の居宅以外で行われるが、これは居宅において行われる目的地（病院   

等）に行くための準備を含む一連のサービス行為とみなし得るためであ   

る。居宅以外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の   

移動等の介助などのサービス行為だけをもってして訪問介護として算   

定することはできない。   

位がそれぞれ算定されることとなる。  

（5）複数の要介護者がいる世帯において同山時間帯に訪問サービスを利   

用した場合の取扱いについて  

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置   

づける。例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に一00分間訪問し、夫   

に五○分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に五○分の訪問介護（身   

体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ凶○二単位ずつ算   

定される。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を   

振り分けることとする。  

（6）訪問サービスの行われる利用者の居宅について  

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーションは、介   

護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条の定義上、要介護者の居   

宅において行われるものとされており、要介護者の居宅以外で行われる   

ものは算定できない。例えば、訪問介護の通院・外出介助については、   
利用者の居宅から乗降場までの移動、バス等の公共交通機関への乗降、   

移送中の気分の確認、（場合により）院内の移動等の介助などは要介護   

者の居宅以外で行われるが、これは居宅において行われる目的地（病院   

等）に行くための準備を含む一連のサービス行為とみなし得るためであ   

る。居宅以外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の   

移動等の介助などのサービス行為だけをもってして訪問介護として算   

定することはできない。  

（7）「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について   

① 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」  

の活用について」（平成五年十月二十六日厚生省老人保健福祉局長老  

健第一三五号）に規定する「認知症高齢者の日常生活自立度」（以下  

「日常生活自立度」という。）を用いる場合の日常生活自立度の決定  

に当たっては、医師の判定結果又は主治医意見書を用いるものとす  

る旦＿   

② ①の医師の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サー  

ビス計画又は各サービスのサービス計画に記載するものとする。ま  

た、主治医意見書とは、「要介護認定等の実施について」（平成十八  

年三月十七日厚生労働省老健局長通知老発○三一七00一）に基づ  
き、主治医が記載した同通知中「3 主治医の意見の聴取」に規定す  
る「主治医意見書」中「3．心身の状態に関する意見（1） 日常生  
活の自立度等について・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載  
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をいうものとする。なお、複数の医師の判定結果がある場合にあって  

は、最も新しい判定を用いるものとする。  

③朝倉（主治医意見書を用いることについて同意が  

得られていない場合を含む。）叫「要介護認定等の実施に  

ついて」㈱認定調  

査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票（基本調査）」9の  

「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いるものとする。  

2 訪問介護費  
（1）「身体介護」及び「生活援助」の意義について  

注2の「身体介護」とは、利用者の身体に直接接触して行う介助並び  

にこれを行うために必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活を  

営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助であり、一  

人の利用者に対して訪問介護員等が一対一で行うものをいう。（特別な  

事情により複数の利用者に対して行う場合は、一回の身体介護の所要時  

間を一回の利用者の人数で除した結果の利用者一人当たりの所要時間  

が（4）にいう要件を満たすこと。）その具体例としては、例えば、「食  

事介助」の場合には、食事摂取のための介助のみならず、そのための一  
連の行為（例：声かけ・説明→訪問介護員等自身の手洗等→利用者の手  

拭き、エプロンがけ等の準備→食事姿勢の確保→配膳→おかずをきざ  
む、つぶす等→摂食介助→食後安楽な姿勢に戻す→気分の確認→食べこ  

ぼしの処理→エプロン・タオルなどの後始末■下膳など）が該当するも  

のであり、具体的な運用にあたっては、利用者の自立支援に資する観点  
からサービスの実態を踏まえた取扱いとすること。（具体的な取扱いは  

「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成十二年  

三月十七日老計第一○号）を参照すること。）  

また、「利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介  

助及び専門的な援助」とは、利用者の日常生活動作能力などの向上のた  

めに利用者の日常生活動作を見守りながら行う手助けや介助に合わせ  

て行う専門的な相談助言を言うこと。  

注3の「生活援助」とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、  

洗濯、調理などの日常生活の援助とされたが、次のような行為は生活援  

助の内容に含まれないものであるので留意すること。（具体的な取扱い  

は「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成十二年十  

一月十六日老振第七六号）を参照すること。）  

① 商品の販売や農作業等生業の援助的な行為  

2一訪問介護費  

（1）「身体介護」及び「生活援助」の意義について  

注2の「身体介護」とは、利用者の身体に直接接触して行う介助並び  

にこれを行うために必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活を  

営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助であり、一  

人の利用者に対して訪問介護員等が一対一で行うものをいう。（特別な  

事情により複数の利用者に対して行う場合は、一回の身体介護の所要時  

間を一回の利用者の人数で除した結果の利用者一人当たりの所要時間  

が（4）にいう要件を満たすこと。）その具体例としては、例えば、「食  

事介助」の場合には、食事摂取のための介助のみならず、そのための一  

連の行為（例：声かけ・説明→訪問介護員等自身の手洗等→利用者の手  

拭き、エプロンがけ等の準備→食事姿勢の確保→配膳→おかずをきざ  
む、つぶす等→摂食介助→食後安楽な姿勢に戻す→気分の確認→食べこ  

ぼしの処理→エプロン・タオルなどの後始末・下膳など）が該当するも  

のであり、具体的な運用にあたっては、利用者の自立支援に資する観点  

からサービスの実態を踏まえた取扱いとすること。（具体的な取扱いは  

「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成十二年  

三月十七日老計第一一○号）を参照すること。）  

また、「利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介  

助及び専門的な援助」とは、利用者の日常生活動作能力などの向上のた  

めに利用者の日常生活動作を見守りながら行う手助けや介助に合わせ  

て行う専門的な相談助言を言うこと。  

注3の「生活援助」とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、  

洗濯、調理などの日常生活の援助とされたが、次のような行為は生活援  

助の内容に含まれないものであるので留意すること。（具体的な取扱い  

は「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成十二年十  

一月十六日老振第七六号）を参照すること。）  

① 商品の販売や農作業等生業の援助的な行為  

l鰭   
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② 直接本人の援助に該当しない行為   

・主として家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であ  

ると判断される行為   

③ 日常生活の援助に該当しない行為   

・訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと  

判断される行為  

日常的に行われる家事の範囲を超える行為  

（2）訪問介護の区分  

訪問介護の区分については、身体介護が中心である場合（以下「身体   

介護中心型」という。）、生活援助が中心である場合（以下「生活援助   

中心型」という。）の二区分とされたが、これらの型の適用に当たって   

は、一回の訪問介護において「身体介護」と「生活援助」が混在するよ   

うな場合について、全体としていずれかの型の単位数を算定するのでは   

なく、「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に、三   

○分を一単位として、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定   

することとする（（3）に詳述）。この場合、身体介護のサービス行為の   

一連の流れを細かく区分しないよう留意すること。例えば、「食事介助」   

のサービス行為の一連の流れに配下膳が含まれている場合に、当該配下   

膳の行為だけをもってして「生活援助」の一つの単独行為として取り扱   

わない。  

いずれの型の単位数を算定するかを判断する際は、まず、身体介護に   

要する一般的な時間や内容からみて、身体介護を構成する個々の行為を   

① 比較的手間のかからない体位変換、移動介助、移乗介助、起床介助  

（寝床から起こす介助）、就寝介助（寝床に寝かす介助）等の「動作  

介護」   

② ある程度手間のかかる排泄介助、部分清拭、部分浴介助、整容介助、  

更衣介助等の「身の回り介護」   

③ さらに長い時間で手間のかかる食事介助、全身清拭、全身浴介助等  
の「生活介護」   

に大きく分類することとし、その上で、次の考え方を基本に、訪問介護   
事業者は、居宅サービス計画作成時点において、利用者が選択した居宅   

介護支援事業者と十分連携を図りながら、利用者のJL、身の状況、意向等   

を踏まえ、適切な型が適用されるよう留意するとともに、訪問介護計画   

の作成の際に、利用者又はその家族等への説明を十分に行い、その同意   

の上、いずれの型かを確定するものであること。   

② 直接本人の援助に該当しない行為   

・主として家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であ  

ると判断される行為   

③ 日常生活の援助に該当しない行為  

訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと  

判断される行為  

日常的に行われる家事の範囲を超える行為  

（2）訪問介護の区分  

訪問介護の区分については、身体介護が中心である場合（以下「身体   

介護中心型」という。）、生活援助が中心である場合（以下「生活援助   

中心型」という。）の二区分とされたが、これらの型の適用に当たって   

は、一回の訪問介護において「身体介護」と「生活援助」が混在するよ   

うな場合について、全体としていずれかの型の単位数を算定するのでは   

なく、「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に、三   

○分を一単位として、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定   

することとする（（3）に詳述）。この場合、身体介護のサー ビス行為の   

一連の流れを細かく区分しないよう留意すること。例えば、「食事介助」   

のサービス行為の一連の流れに配下膳が含まれている場合に、当該配下   

膳の行為だけをもってして「生活援助」の一つの単独行為として取り扱   

わない。  

いずれの型の単位数を算定するかを判断する際は、まず、身体介護に   

要する一般的な時間や内容からみて、身体介護を構成する個々の行為を   

① 比較的手間のかからない体位変換、移動介助、移乗介助、起床介助  

（寝床から起こす介助）、就寝介助（寝床に寝かす介助）等の「動作  

介護」   

② ある程度手間のかかる排泄介助、部分清拭、部分浴介助、整容介助、  

更衣介助等の「身の回り介護」   

③ さらに長い時間で手間のかかる食事介助、全身清拭、全身浴介助等  

の「生活介護」   

に大きく分類することとし、その上で、次の考え方を基本に、訪問介護   
事業者は、居宅サービス計画作成時点において、利用者が選択した居宅   

介護支援事業者と十分連携を図りながら、利用者の心身の状況、意向等   

を踏まえ、適切な型が適用されるよう留意するとともに、訪問介護計画   

の作成の際に、利用者又はその家族等への説明を十分に行い、その同意   

の上、いずれの型かを確定するものであること。  
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① 身体介護中心型の所定単位数が算定される場合  

・ 専ら身体介護を行う場合   

・主として「生活介護」や「身の回り介護」を行うとともに、これ  

に関連して若干の生活援助を行う場合  

（例）簡単な調理の後（五分程度）、食事介助を行う（五○分程度）  

場合（所要時間三○分以上一時間未満の身体介護中心型）。   

② 生活援助中心型の所定単位数が算定される場合   

・専ら生活援助を行う場合  

・生活援助に伴い若干の「動作介護」を行う場合  

（例）利用者の居室から居間までの移動介助を行った後（五分程度）、  

居室の掃除（五○分程度）を行う場合（所要時間三○分以上一  

時間未満の生活援助中心型）。  

なお、訪問介護の内容が単なる本人の安否確認や健康チェックで  

あり、それに伴い若干の身体介護又は生活援助を行う場合には、訪  

問介護費は算定できない。  

（3）一回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取   

扱い  

一回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行   

う必要がある場合は、居宅サービス計画や訪問介護計画の作成に当たっ   

て、適切なアセスメントにより、あらかじめ具体的なサービス内容を「身   

体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間で位置付   

けることとし、三○分を一単位として、「身体介護」と「生活援助」を   

組み合わせて算定することとする。なお、身体介護に生活援助を加算す   

る方式となるが、実際のサービスの提供は身体介護の後に引き続き生活   

援助を行う場合に限らない。一回の訪問介護の全体時間のうち身体介護   

に要する時間を合計して判断するため、例えば、生活援助の後に引き続   

き身体介護を行ってもよい。  

① 身体介護中心型の所定単位数が算定される場合  

・ 専ら身体介護を行う場合   

・主として「生活介護」や「身の回り介護」を行うとともに、これ  

に関連して若干の生活援助を行う場合  

（例）簡単な調理の後（五分程度）、食事介助を行う（五○分程度）  

場合（所要時間三○分以上一時間未満の身体介護中心型）。   

② 生活援助中心型の所定単位数が算定される場合   

・ 専ら生活援助を行う場合  

・ 生活援助に伴い若干の「動作介護」を行う場合  

（例）利用者の居室から居間までの移動介助を行った後（五分程度）、  

居室の掃除（五○分程度）を行う場合（所要時間三○分以上一  

時間未満の生活援助中心型）。  

なお、訪問介護の内容が単なる本人の安否確認や健康チェックで  

あり、それに伴い若干の身体介護又は生活援助を行う場合には、訪  
問介護費は算定できない。  

（3）一回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取   

扱い  

従来、身体介護及び家事援助がそれぞれ同程度行われる場合（以下「複   

合型」という。）については、一回の訪問介護につき、身体介護と家事   
援助のいずれが中心とも言いがたい場合も存在することから、利用者と   

事業者の間での混乱を避けるために設けられ、「身体介護中心型」、「家   

事援助中心型▲lの二区分のいずれかへの区分が困難な場合に適用されて   

きた。しかし、利用者の自立支援に資する観点から適切にサービスが行   

われていないという指摘がある。  

こうした現状を踏まえ、今回の見直しにおいては、「複合型」を廃止   

することとし、一回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪   

問介護を行う必要がある場合は、居宅サービス計画や訪問介護計画の作   

成に当たって、適切なアセスメントにより、あらかじめ具体的なサービ   

ス内容を「身体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な   

時間で位置付けることとし、三○分を一単位として、「身体介護」と「生   

活援助」を組み合わせて算定することとする。なお、身体介護に生活援   

助を加算する方式となるが、実際のサービスの提供は身体介護の後に引   

き続き生活援助を行う場合に限らない。一回の訪問介護の全体時間のう   

ち身体介護に要する時間を合計して判断するため、例えば、生活援助の   

後に引き続き身体介護を行ってもよい。  
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（例） （略）   

（4）訪問介護の所要時間   

① 訪問介護の所要時間については、訪問介護計画においては、同社型   

拉位置付けられた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な時   

画粉塵  

の時間ではなく、同計画に明示された時間とすること。   

②廊   

については、二○分以上とする。た岬選   

滞に提供する指定訪問介護にあってはこの限りでない。   

③ 訪問介護は在宅の要介護者の生活パターンに合わせて提供される   

づきであることから、単に一回の長時間の訪問介護を複数回に区分上  

て行うことは適切ではない。し七がって、前回提供した指定訪問介塞  
から概ね二時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた場合には、そ処  

ぞれの所要時間を合算するものとする。なお、この取扱いについては1   

所要時間が訪問介護費の算定要件を満たす指定訪問介護に限り適現  

されるものとする。  

（例）（略）   

（4）訪問介護の所要時間  

訪問介護の所要時間ごとの単位については、所要時間三○分未満の身   
体介護中心型などの単位数を引き上げたが、一日に複数回の短時間の訪   

問をすることにより、在宅介護のサービス提供体制を強化するために設   
定したものであり、在宅の要介護者の生活パターンに合わせて言方問介護   
を行うものである。し七がって、単に一回の長時間の訪問介護を複数回   

離日に複数回算定する場   

合にあっては、脚  

また、所要時間三○分未満の身体介護中心型を算定する場合の所要時   

間は二○分程度以上とする。所要時間とは、実際に訪問介護を行った時   
間をいうものであり、訪問介護のための準備や利用者の移動に要した時  

間等は含まない   

一日において一人の利用者に対して行われる訪問介護が複数匝＝こわ  

たる場合であっても、それぞれの所要時間が所定の要件を満たさない場  
合頗  

サービス行為とみなすことが可能な場合に限り、それぞれの訪問介護の  
所要時間を合計して一回の訪問介護として算定できる。例えば、午前に  

訪問介護員等が診察券を窓口に提出し（所要時間三○分未満）、昼に通  
院介助を行い、午優に薬を受け取りに行く（所要時間三○分未満）とし  
た場合には、それぞれの所要時間は三○分未満であるため、生活援助（所  

要時間三○分以上一時間未満）として算定できないが、一連のサービス  

行為（通院介助）とみなして合計して瑚葦（身体介護中心型  
に引き続き生活援助を行う場合）として算定でき翫   

なお、一人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して訪問介護  
を行った場合も、一回の訪問介護としてその合計の所要時間に応じた所  
定単位数を算定する。訪問介護員等ごとに複数回の訪問介護として算定  

できない。  

④ 所要時間が訪問介護費の算定要件を満たさない指定訪問介護（身佐   

介護中心型の所要時間が二○分未満岬拾旦   

除く。）ヌ捌所要時間が三○分未満の場合）につい   

ては、訪問介護費の算定対象とならないが、こうした所定時間数未満   
∴ 

為とみなすことが可能な場合に限り、それぞれの訪問介護の所要時間   
皇合計して一回の訪問介護として算定できる。例えば、午前に訪問介   
護員等力幽こ通院介   

助を行い、午後に薬を受け取りに行くく（所要時間三○分未満）とした   

場合には、それぞれの所要時間は三○分未満であるため、それぞれを   
生活援助（所要時間三○分以上一時間未満）として算定できない軋   

∵連のサービス行為（通院介助）とみなして所要時間を合計し、一回   

の訪問介護㈱   

算定できる。  

⑤ 訪問介護計酎こ位置付けられた訪問介護の内容が、単なる本人の安   

否確認や健康チェックであり、それ岬   
助を行う場合には、幽、わらず、訪問介  
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護費は算定できないものとする。   

⑥ 火の利用者に対して複数の訪問介護貞等が交ノ代して訪問介護を  
行った場合も、一回の訪問介護としてその合計の所要時間に応じた所  

定単位数を算定する。訪問介護員等ごとに複数回の訪問介護として算  

定することはできない。  

（5）「生活援助中心型」の単位を算定する場合  

注3において「生活援助中心型」の単位を算定することができる場合   

として、「利用者が一人暮らしであるか又は家族等が障害、疾病等のた   

め、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合」とされたが、これ   

は、障害、疾病のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむ   

を得ない事情により、家事が困難な場合をいうものであること。  

なお、居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付ける場   

合には、居宅サービス計画書に生活援助中心型の算定理由その他やむを   

得ない事情の内容について記載するとともに、生活全般の解決すべき課   

題に対応して、その解決に必要であって最適なサービスの内容とその方   

針を明確に記載する必要がある。  

（6）「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定する場合   

① 指定訪問介護事業者が注4の「通院等のための乗車又は降車の介  
助」にいう介助を行う場合には、当該所定単位数を算定することとし、  

「身体介護中心型」の所定単位数は算定できない。当該所定単位数を  

算定するに当たっては、道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）  

等他の法令等に抵触しないよう留意すること。なお、移送行為そのも  
のすなわち運転時間中は当該所定単位数の算定対象ではなく、移送に  

係る経費（運賃）は、引き続き、評価しない。   

② 注4において「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定  

することができる場合、片道につき所定単位数を算定する。よって、  

乗車と降車のそれぞれについて区分して算定することはできない。   

③ 複数の要介護者に「通院等のための乗車又は降車の介助」を行った  

場合であって、乗降時に一人の利用者に対して一対一で行う場合に  

は、それぞれ算定できる。なお、効率的なサービス提供の観点から移  
送時間を極小化すること。   

④ 利用目的について、 「通院等のため」とは、「身体介護中心型」と  
しての通院・外出介助と同じものである。   

⑤ サービス行為について、 「自らの運転する車両への乗車又は降車の  

介助」、「乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助」及  

（5）「生活援助中心型」の単位を算定する場合  

注3において「生活援助中心型」の単位を算定することができる場合   

として、「利用者が一人暮らしであるか又は家族等が障害、疾病等のた   

め、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合」とされたが、これ   

は、障害、疾病のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむ   

を得ない事情により、家事が困難な場合をいうものであること。  

なお、居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付ける場   

合には、居宅サービス計画書に生活援助中心型の算定理由その他やむを   

得ない事情の内容について記載するとともに、生活全般の解決すべき課   

題に対応して、その解決に必要であって最適なサービスの内容とその方   

針を明確に記載する必要がある。  

（6）「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定する場合   

① 指定訪問介護事業者が注4の「通院等のための乗車又は降車の介  
助」にいう介助を行う場合には、当該所定単位数を算定することとし、  

「身体介護中心型」の所定単位数は算定できない。当該所定単位数を  

算定するに当たっては、道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）  

等他の法令等に抵触しないよう留意すること。なお、移送行為そのも  

のすなわち運転時間中は当該所定単位数の算定対象ではなく、移送に  

係る経費（運賃）は、引き続き、評価しない。   

② 注4において「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定  

することができる場合、片道につき所定単位数を算定する。よって、  

乗車と降車のそれぞれについて区分して算定することはできない。   

③ 複数の要介護者に「通院等のための乗車又は降車の介助」を行った  

場合であって、乗降時に一人の利用者に対して一対一で行う場合に  

は、それぞれ算定できる。なお、効率的なサービス提供の観点から移  
送時間を極小化すること。   

④ 利用目的について、 「通院等のため」とは、「身体介護中心型」と  
しての通院・外出介助と同じものである。   

⑤ サービス行為について、 「自らの運転する車両への乗車又は降車の  
介助」、「乗車前若しくは降車彼の屋内外における移動等の介助」及  

♭鶴   
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